
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
検出対象である主流管内の流れが導入される、基本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備
えた分流管と、
前記分流管路の外周側に形成され、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口する該
分流管の導入口と、
前記分流管内に形成された仕切りと、
前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって分割形成された複数の分
岐流路と、
前記複数の分岐流路のうち前記分流管の外周側に形成された分岐流路内の流れに曝される
よう配置され、流れに関する量を検出する検出素子と、
を有することを特徴とする流れに関する測定装置。
【請求項２】
前記分流管の導入口と、前記検出素子が配された前記外周側分岐流路の入口とが、互いに
基本的に直交する面で開口され、該分流管に導入された流れが方向転換されて当該分岐流
路に流れ込むことを特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項３】
前記仕切りの端部が前記分流管の導入口直下まで延在していないこと、
少なくとも前記外周側分岐流路の入口が、前記分流管の導入口直下で開口していないこと
を特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
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【請求項４】
前記分流管の導入口と前記外周側分岐流路の入口との間の流路に絞りが形成されたことを
特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項５】
前記分流管内に湾曲した前記分流管路を形成する導入板が設けられ、
前記絞りが、前記分流管の外壁内側、前記仕切り及び前記導入板のいずれか一以上に形成
された起伏部によって画成されたことを特徴とする請求項４記載の流れに関する測定装置
。
【請求項６】
前記分流管の外壁内側に形成された起伏部が、前記外周側分岐流路の入口近傍内周側流路
面より突出していることを特徴とする請求項５記載の流れに関する測定装置。
【請求項７】
前記分流管内に湾曲した前記分流管路を形成する導入板が設けられ、
前記分流管の導入口下方において、前記分流管路を形成する内周側流路壁が起伏して凹曲
面状の流路面が形成されたことを特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項８】
前記分流管が、前記検出素子を中心として基本的に対称な流路構造を有することを特徴と
する請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項９】
前記分流管の導出口と前記外周側分岐流路の出口との間の流路に、絞りが形成されたこと
を特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項１０】
前記分流管内に湾曲した前記分流管路を形成する導入板が設けられ、
前記絞りが、前記分流管の外壁内側、前記仕切り及び前記導入板のいずれか一以上に形成
された起伏部によって画成されたことを特徴とする請求項９記載の流れに関する測定装置
。
【請求項１１】
前記分流管の外壁内側に形成された起伏部が、前記外周側分岐流路の出口近傍内周側流路
面より突出していることを特徴とする請求項１０記載の流れに関する測定装置。
【請求項１２】
前記分流管の導入口と前記外周側分岐流路の入口との間の流路、及び前記分流管の導出口
と前記外周側分岐流路の出口との間の流路に絞りがそれぞれ形成されたこと、
前記絞りによって、前記分流管路が略「Ω」字形状とされていることを特徴とする請求項
１記載の流れに関する測定装置。
【請求項１３】
前記分流管の導出口が、前記分流管路の外周側において、該分流管の導入口と対向して前
記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口するよう形成され、
前記分流管内に湾曲した前記分流管路を形成する導入板が設けられ、
前記導入板の一端と前記分流管の頂部外壁との間に、該分流管の導入口と導出口を短絡す
るバイパス流路が形成されたことを特徴とする請求項１記載の流れに関する測定装置。
【請求項１４】
前記バイパス流路にオリフィスが設けられ、
前記オリフィスを形成する流路壁の突起量ないしオリフィス開口面積によって前記検出素
子へ向かう測定流体の流量が設定されることを特徴とする請求項１３記載の流れに関する
測定装置。
【請求項１５】
前記オリフィスを形成する流路壁がオリフィス中央に向かって突起され、該突起部流路面
の断面形状が、多角形面、曲面及び複次曲面のいずれか一であることを特徴とする請求項
１４記載の流れに関する測定装置。
【請求項１６】
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前記検出素子が配置された前記分岐流路に設けられ、該検出素子の検出面に斜めに当たる
ような流れを形成する流れ制御手段を有することを特徴とする請求項１記載の流れに関す
る測定装置。
【請求項１７】
前記仕切りの前記検出素子と対向する壁面上に、前記検出素子の上流から下流にかけてベ
ンチュリが設けられ、該ベンチュリにより、該検出素子が配置された前記分岐流路の流路
が該検出素子の中央付近において最も狭くされていることを特徴とする請求項１記載の流
れに関する測定装置。
【請求項１８】
検出対象である主流管内の流れが導入される、基本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備
えた分流管と、
前記分流管内に形成された仕切りと、
前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって分割形成された複数の分
岐流路と、
前記複数の分岐流路のうち前記分流管の内周側又は中間部に形成された分岐流路内の流れ
に曝されるよう配置され、流れに関する量を検出する検出素子と、
前記分流管の導入口と、前記検出素子の検出面がその流れに曝される分岐流路の入口との
間の流路に形成された絞りと、
を有することを特徴とする流れに関する測定装置。
【請求項１９】
前記検出素子が前記仕切りに設けられたことを特徴とする請求項１８記載の流れに関する
測定装置。
【請求項２０】
検出対象である主流管内の流れが導入される、基本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備
えた分流管と、
前記分流管路の一端外周側に形成され、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口す
る該分流管の導入口と、
前記分流管路の他端頂部に形成され、前記主流管内の流れ方向と略平行な面で開口する該
分流管の導出口と、
前記分流管内に形成され、その一端が前記導入口近傍まで、その他端が前記導出口から離
間して延在する仕切りと、
前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって分割形成された複数の分
岐流路と、
前記複数の分岐流路のうち前記分流管の外周側に形成された分岐流路内の流れに曝される
よう配置され、流れに関する量を検出する検出素子と、
を有することを特徴とする流れに関する測定装置。
【請求項２１】
前記分流管内に湾曲した前記分流管路を形成する導入板が設けられ、
前記分流管の導入口近傍において、前記分流管の外壁内側、前記仕切り及び前記導入板の
いずれか一以上に起伏部が形成され、該起伏部によって、前記分流管の導入口と前記外周
側分岐流路の入口との間の流路に絞りが形成されたことを特徴とする請求項２０記載の流
れに関する測定装置。
【請求項２２】
検出対象である主流管内の流れが導入される、基本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備
えた分流管と、
前記分流管内に形成された仕切りと、
前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって分割形成された複数の分
岐流路と、
前記複数の分岐流路のうちいずれかの分岐流路内の流れに曝されるよう配置され、流れに
関する量を検出する検出素子と、
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前記分流管に導入された流れが方向転換されて、前記検出素子がその流れに曝されている
前記分岐流路に流れ込むよう、該分流管の導入口と当該分岐流路の入口との間の流路に形
成された絞りと、
を有することを特徴とする流れに関する測定装置。
【請求項２３】
検出対象である主流管内の流れが導入される、基本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備
えた分流管と、
前記分流管路の一端外周側に形成され、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口す
る該分流管の導入口と、
前記分流管路の他端外周側に形成され、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口す
る該分流管の導出口と
前記分流管内に形成された仕切りと、
前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって分割形成された複数の分
岐流路と、
前記複数の分岐流路のうち前記分流管の外周側に形成された分岐流路内の流れに曝される
よう配置され、流れに関する量を検出する検出素子と、
前記分流管の導入口と前記外周側分岐流路の入口との間の流路、及び前記分流管の導出口
と前記外周側分岐流路の出口との間の流路にそれぞれ形成された絞りと、
前記仕切りの前記検出素子と対向する壁面上に、前記検出素子の上流から下流にかけて、
該検出素子が配置された前記分岐流路の流路が該検出素子の中央付近において最も狭くさ
れるよう設けられたベンチュリと、
を有することを特徴とする流れに関する測定装置。
【請求項２４】
車両に搭載される内燃機関の吸気系に設置されることを特徴とする請求項１～ のいず
れか一記載の流れに関する測定装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、流れに関する諸量を測定するための装置に関し、中でも温度に依存する検出素
子及び／又は半導体チップ上に一体形成された検出素子を用いた流量及び流速測定装置に
関し、例えば、車両又は産業用エンジンの燃焼制御用質量流量センサ、或いは、産業用空
調システムやコンプレッサ圧空供給システム用の質量流量センサ、更には家庭用ガスコン
ロの空燃比制御用流量センサとして好適に適用される測定装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
車両用のエンジン燃焼制御用質量流量センサにおいて、検出素子への汚染物集積による出
力変化は大きな問題である。この問題を解決するため、特開平８－１９３８６３号公報な
どには、「主空気流から一部の空気をそらす補助通路及び適当な開口部をハウジング構造
に設けることによって検知要素への汚染物の集積および逆流の作用を防止する」ことが提
案されている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記特開平８－１９３８６３号公報に開示されたセンサのハウジング構造
は、測定流体より密度が非常に大きな汚染物の集積防止には有効であるが、比較的密度が
小さな汚染物に関しては、それが分流路内に侵入して検出素子上に蓄積されるおそれがあ
る。また、このセンサにおいては、逆流の影響を排除しようとするあまり、逆流の測定が
困難となっている。
【０００４】
ところが、近年、エミッション規制等に対応するため、さらに高性能な燃焼制御用質量流
量センサ、例えば、順流及び逆流の双方を検出可能なセンサが望まれている。なお、従来
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、逆流を検出可能なセンサの流路構造も提案されているが、逆流を測定する場合には、順
流と同レベルの検出出力が得られておらず、制御回路による検出出力補正が必要と考えら
れている。
【０００５】
本発明の目的は、検出素子上への汚染物の蓄積が防止される流れに関する測定装置を提供
することである。本発明のさらなる目的は、順流と同様に逆流の測定が可能な流れに関す
る測定装置を提供することである。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明の第１の視点に係る測定装置は、検出対象である主流管内の流れが導入される、基
本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備えた分流管と、前記分流管路の外周側に形成され
、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口する該分流管の導入口と、前記分流管内
に形成された仕切りと、前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕切りによって
分割形成された複数の分岐流路と、前記複数の分岐流路のうち前記分流管の外周側に形成
された分岐流路内の流れに曝されるよう配置され、流れに関する量を検出する検出素子と
、を有する。
【０００７】
この測定装置においては、分流管内において、分流管内に導入された測定流体が、検出素
子のある分岐流路入口に至るまでに大きく方向転換される。このため、慣性の大きな汚染
物が、検出素子のある分岐流路に侵入することが防止されている。加えて、分流管内にお
いて、仕切りによりさらに分流を行うことによって、検出素子へ向かう流れのレイノズル
数を低下させることができ（流路断面積が小さくなるため）、検出素子近傍における流れ
が整流され、高精度の検出を行うことができる。すなわち、この測定装置によれば、測定
流体を効果的に分岐及び方向転換することにより、測定流体中に混入している測定流体よ
り密度の大きな汚染物及び密度の比較的小さな汚染物の双方に関して、これらの汚染物が
いずれも検出素子の検出面に蓄積することが防止され、耐汚染性に優れ、長期間に亘って
検出出力変化の少ない測定装置が提供される。
【０００８】
本発明の第２の視点に係る測定装置は、分流管が、検出素子を中心として基本的に対称な
流路構造を有する。このように対称構造の流路構造によれば、順流の対する分流管路内の
流れと、逆流に対する分流管路内の流れが、対称となるため、逆流の場合の検出出力を格
別に補正する必要がなくされる。特に、前記第１の視点及び第２の視点に基づき測定装置
を構成することにより、耐汚染性に優れた上に、順流及び逆流の双方に関して同様の検出
出力レベルを得ることができる。
【０００９】
本発明の第３の視点に係る測定装置は、複数の分岐流路のうち分流管の内周側又は中間部
に形成された分岐流路内の流れに曝されるよう配置され、流れに関する量を検出する検出
素子と、分流管の導入口と検出素子の検出面がその流れに曝される分岐流路の入口との間
の流路に形成された絞りと、を有する。このように、外周側の分岐流路に比べて、分流管
導入口に導入された流れの方向転換が比較的小さい内周側又は中間部の分岐流路に、検出
素子を曝す場合には、上記絞りを設けることにより、検出素子上への汚染物の蓄積が好適
に防止される。
【００１０】
本発明の第４の視点に係る測定装置は、検出対象である主流管内の流れが導入される、基
本的にＵ字状に湾曲された分流管路を備えた分流管と、前記分流管路の一端外周側に形成
され、前記主流管内の流れ方向と略直交する面で開口する該分流管の導入口と、前記分流
管路の他端頂部に形成され、前記主流管内の流れ方向と略平行な面で開口する該分流管の
導出口と、前記分流管内に形成され、その一端が前記導入口近傍まで、その他端が前記導
出口から離間して延在する仕切りと、前記分流管内で互いに分岐及び合流するよう前記仕
切りによって分割形成された複数の分岐流路と、前記複数の分岐流路のうち前記分流管の
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外周側に形成された分岐流路内の流れに曝されるよう配置され、流れに関する量を検出す
る検出素子と、を有する。この測定装置は、非対称な流路構造を有するため、特に順流を
測定する場合に適している。
【００１１】
本発明の第５の視点に係る測定装置は、分流管に導入された流れが方向転換されて、検出
素子がその流れに曝されている分岐流路に流れ込むよう、互いに形成された、分流管の導
入口と当該分岐流路の入口と、を有する。
【００１２】
本発明の第６の視点に係る測定装置は、分流管に導入された流れが方向転換されて、検出
素子がその流れに曝されている分岐流路に流れ込むよう、分流管の導入口と当該分岐流路
の入口との間の流路に形成された絞りと、を有する。
【００１３】
本発明の第７の視点に係る測定装置は、仕切りの前記検出素子と対向する壁面上に、検出
素子の上流から下流にかけて、検出素子が配置された方の分岐流路の流路が検出素子の中
央付近において最も狭くされるよう設けられたベンチュリを有する。
【００１４】
本発明のその他の視点及び特徴は、各請求項に記載のとおりであり、その引用をもってそ
の重複記載を省略する。よって、各請求項の各特徴は、ここに記載されているものとみな
される。なお、従属項はそれぞれ、各独立項に記載された発明の原理に反しない限り、各
独立項に適用され得、又従属項は他の従属項に適用され得る。
【００１５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の好ましい実施の形態を説明する。
【００１６】
本発明の好ましい実施の形態においては、仕切りの端部が分流管の導入口直下まで延在せ
ず、検出素子がその流れに曝されている外周側分岐流路の入口が、分流管の導入口直下で
開口していない。これによって、汚染物が分流管導入口から当該分岐流路入口に向かって
直進することが防止される。
【００１７】
本発明の好ましい実施の形態においては、分流管の導入口と導出口を、複数の分岐流路を
経由せずに短絡するバイパス流路が形成される。これによって、分流管内に導入された流
れが安定化され、又、分流管内へ測定流体（主流管内の流れ）が取り込まれ易くなる。特
に、分流管の流路構造を検出素子を中心として対称に形成した場合には、上記バイパス流
路ないし該バイパス流路の流れ断面径を小さくしたオリフィスを設けることにより、順流
及び逆流の双方に関して、検出素子に到達する流れの安定化を図ることができる。
【００１８】
本発明の好ましい実施の形態においては、上記バイパス流路にオリフィスが設けられ、オ
リフィスを形成する流路壁の突起量ないしオリフィス開口面積によって検出素子へ向かう
測定流体の流量が設定される。これによって、検出素子へ向かう流量を定量的に制御する
ことができる。
【００１９】
本発明の好ましい実施の形態においては、分流管内に、検出素子の検出面に向かって斜め
に当たるような流れを形成する手段が設けられる。この流れ制御手段によって、定常的に
検出素子の検出面に検出すべき流れが供給され、確実に該検出面上を検出すべき流れが流
れるようになると考えられる。加えて、検出面近傍における渦流及び剥離の発生が抑制さ
れるため、検出精度及び再現性が向上されると考えられる。
【００２０】
本発明の好ましい実施の形態においては、検出素子の検出面に斜めに当たる流れ（ダウン
フロー）乃至検出面に対し斜めに流れる流れを形成するための流れ制御手段として、検出
素子の少なくとも上流、或いは上流及び／又は下流において、検出面より隆起している流
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路面が設けられる。上記隆起の形態としては、検出面に斜めに当たる流れを形成できるも
のであればよく、好ましくは、凹状又は凸状に隆起したり、隆起表面が直線的、多角形状
又は凹曲面状の傾斜面とされる。
【００２１】
本発明の好ましい実施の形態においては、分流管（検出管）の変曲部において、検出素子
の検出面が該分流管内に曝されている。更に好ましくは、主流管（測定対象管）に直交す
る方向に変曲管（分流管）が取り付けられ、この変曲管の変曲部（折曲部、流路が曲がる
部分）に検出素子が設けられる。或いは、分流管の流れが反転する部分又は流れの向きが
大きく変更される部分ないし近傍に、検出素子が配置される。また好ましくは、分流管内
の流れが速い部分に、検出素子の検出面が曝される。また好ましくは、分流管内において
流れが絞られ、続いて流れが変向する部分ないしその近傍に検出素子の検出面が曝される
。
【００２２】
本発明の好ましい実施の形態においては、下記のような検出素子を用いる。すなわち、こ
の検出素子は、基本的に半導体チップに４つの薄膜抵抗体が設けられたものである。より
具体的には、半導体層上にダイヤフラム部とリム部が設けられている。ダイヤフラム部に
は、 (１ )上流温度センサ及び (２ )下流温度センサと、上流温度センサ，の間に配置された
(３ )ヒータが設けられいる。一方、リム部には (４ )雰囲気温度センサが設けられている。
ダイヤフラム部は、極薄化され熱絶縁が図られている。
【００２３】
次に、この検出素子を用いた流速や流量等の流れに関する諸量の検出原理を下記に示す。
(１ )ヒータが雰囲気温度に対して常に一定の温度差をもつよう、ヒータに供給する電力を
制御する。
(２ )したがって、流れがない場合には、上流温度センサと下流温度センサの温度はほぼ等
しくなっている。
(３ )しかし、流れがある場合には、上流温度センサの温度はその表面から熱が逃げるため
低下する。下流温度センサの温度はヒータからの熱入力が増加するため、温度変化は上流
温度センサのそれよりも小さい。なお、下流温度センサの温度は上昇する場合もある。
(４ )上流温度センサと下流温度センサの温度差に基づき流量や流速等を検出し、この温度
差の符号から流れ方向を検出する。なお、上記温度差は、温度による電気抵抗の変化に基
づき検出することができる。
【００２４】
本発明の好ましい実施の形態においては、検出素子が温度に基づいて、流量及び／又は流
速を少なくとも含む流れに関する量を測定するものである。
【００２５】
本発明の好ましい実施の形態において、本発明による測定装置は、種々の車両のエンジン
の吸気系に設置され、２輪又は４輪の車両に搭載されるエンジンの吸気量等の測定に適用
することができる。例えば、本発明による測定装置は、４輪の車両に搭載されるエンジン
の吸気系において、エアクリーナとスロットルバルブ間に設置される。また、本発明によ
る測定装置は、２輪の車両に搭載されるエンジンの吸気系において、シリンダに接続する
二輪車用吸気管（エアファンネル）に、吸気の流量ないし流速等を測定するため付設され
る。
【００２６】
【実施例】
以上説明した本発明の好ましい実施の形態をさらに明確化するために、以下図面を参照し
て、本発明の一実施例を説明する。
【００２７】
［実施例１］
図１は本発明の実施例１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った縦断面
を示している。図１を参照すると、主流管１内には、測定対象である主流Ｍが流れている
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。主流管１の管壁には、主流Ｍから分かれた分流Ｄを取り込み可能に、主流管１の管軸方
向に直交して分流管２が装着されている。分流管２内には、主流Ｍの流れ方向（主流管１
管軸方向）と略直交する方向に延在する導入板４（主セパレータ）によって、略Ｕ字状に
湾曲した分流管路が形成されている。分流管２の外壁３一端には、主流Ｍの流れ方向と略
直交する面で開口する導入口（導出口ともなる）５が形成され、分流管２の主流管１管軸
方向に沿って延在する頂部外壁には主流Ｍの流れ方向に略平行な面で開口する導出口（導
入口ともなる）６が形成されている。
【００２８】
さらに、分流管２内には、分流管２の湾曲形状に応じて湾曲した仕切り７が形成されてい
る。分流管２内には、この仕切り７によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路８
ａ，８ｂが形成されている。分流管２の底部外壁には、外周側の分岐流路８ａ内の流れに
曝されるよう、検出素子１１が基板１０を介して取り付けられている。このように、検出
素子１１は、分流管２の変曲部に配置され、又交換容易なように主流管１の管外に位置し
ている。
【００２９】
図２は、図１に示した分流管２の導入口５付近を拡大した部分拡大図である。図２に示す
ように、仕切り７の導入口５側端部は導入口５の仕切り７側開口内壁より距離Ｌ分後退し
た位置にある。すなわち、仕切り７の端部が導入口５直下まで延在しておらず、少なくと
も外周側分岐流路８ａの入口が導入口５直下で開口していない。
【００３０】
また、外周側の分岐流路８ａを形成する外壁３には、検出素子１１を挟んで両側に、分岐
流路８ａの流れ断面中央に向かって突出する隆起部３ａ，３ｂが形成されている。仕切り
７の検出素子１１検出面に対向する部分には、該検出面に向かって突出する突出部７ａが
形成されている。隆起部３ａ，３ｂ上の流路面は凹曲面に形成されている。突出部７ａの
流路面は、検出素子１１に向かって凸な凸曲面に形成されている。このような流路構造に
よって、検出素子１１の検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。
【００３１】
続いて、この測定装置の動作を説明する。図３は、図１に示した分流管２の導入口５付近
を拡大した部分拡大動作図である。
【００３２】
図１及び図３を参照すると、主流Ｍから分かれた分流Ｄが導入口５から分流管２内に取り
込まれる。分流Ｄは、分流管２内において、その流れが方向転換されて、外周側及び内周
側の分岐流路８ａ，８ｂに流れ込む。但し、測定流体より密度の大きな汚染物Ｐは、流れ
方向の転換に完全に追随することができず、慣性により直進して導入口５の直下に溜まっ
たり、或いは内周側の分岐流路８ｂに侵入していく。その理由は、分岐流路８ａ，８ｂの
端部流路は、分流Ｄの流れ方向と略直交する方向に延在しているため、測定流体より密度
の大きな汚染物Ｐは、流れの方向転換に完全追随することができず、特に、導入口５に近
い外周側の分岐流路８ａへの汚染物Ｐの侵入が防止されるからである。これによって、外
周側の分岐流路８ａの方（流れの急な方向転換を要する）に配置された検出素子１１上に
汚染物Ｐが蓄積されることが防止される。なお、この分流管２の流路構造によれば、導入
口５から導出口６に向かって流れる順流を好適に測定することができる。
【００３３】
［実施例２～４］
次に、実施例２～４として、前記実施例１の種々の変形例を説明する。図４～図６は、順
に本発明の実施例２～４に係る測定装置をそれぞれ説明するため分流管導入口付近を拡大
した部分拡大図である。なお、実施例２～４に係る装置において、図４～図６に示した部
分以外の構造は、前記実施例１に係る装置と基本的に同様である。
【００３４】
図４を参照すると、実施例２に係る測定装置において分流管の外壁３内側には、導入口５
近傍に、外周側の分岐流路８ａの入口を塞ぐように起伏部１２が形成されている。起伏部
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１２の頂点は、仕切り７上に形成された外周側分岐流路８ａの内周側流路面より、導入板
４に向かって高さＨ１分突出している。この起伏部１２によって、分流管２の導入口５と
、検出素子１１が配置された外周側分岐流路８ａの入口との間の流路に絞りが形成されて
いる。このような流路構造によって、検出素子１１の汚染がさらに防止される。
【００３５】
図５を参照すると、実施例３に係る測定装置においては、導入口５下方において、分流管
路を形成する内周側流路壁（導入板と分流管頂部外壁の間）には、凹曲面状の流路面を備
えた起伏部１３が形成されている。これによって、分岐流路８ａ，８ｂに向かう流れが整
流される。また、このような起伏部１３によって、絞りを形成することもでき、又、汚染
物を検出素子３１が配されていない内周側分岐流路８ｂの方へ案内することもできる。
【００３６】
図６を参照すると、実施例４に係る測定装置において導入板４の導入口５側内壁には、内
周側の分岐流路８ｂの入口を塞ぐように起伏部１４が形成されている。起伏部１４の頂点
は、仕切り７上に形成された内周側分岐流路８ｂの外周側流路面より、外壁３に向かって
高さＨ２分突出している。この起伏部１４によって、分流管２の導入口５と、内周側分岐
流路８ｂの入口との間の流路に絞りが形成され、又起伏部１４の図６中左方には溜まりが
形成されている。このような流路構造によって、内周側の分岐流路８ｂの方に検出素子を
配置することが可能とされる。
【００３７】
［実施例５］
図７（Ａ）及び図７（Ｂ）は、本発明の実施例５に係る流れに関する測定装置の説明図で
あり、図７（Ａ）は主流管の軸方向に沿った縦断面、図７（Ｂ）は図７（Ａ）中のＢ－Ｂ
断面を示している。図７（Ａ）及び図７（Ｂ）を参照すると、主流管１内には、測定対象
である主流Ｍが流れている。主流管１の管壁には、主流Ｍから分かれた分流Ｄを取り込み
可能に、主流管１の管軸方向に直交して分流管２０が装着されている。分流管２０内には
、主流Ｍの流れ方向（主流管１管軸方向）と略直交する方向に延在する導入板２４（主セ
パレータ）によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成されている。分流管２０の外壁
２３両端には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面でそれぞれ開口する導入口（導出口とも
なる）２５及び導出口（導入口ともなる）２６が対向形成されている。分流管２０の頂部
外壁２９と導入板２４の一端の間には、バイパス流路３４が形成され、導入口２５と導出
口２６の間を短絡している。後述するように、分流Ｄがほぼ直角に大きく方向転換されて
おり汚染物の含有量が少ない第１の分流Ｄ１は、後述の複数の分岐流路２８ａ，２８ｂの
入口に向かって流れ、一方、比較的密度の大きな汚染物は、第２の分流Ｄ２に運ばれてバ
イパス流路３４を経由して、導入口２５から導出口２６へ直進して分流管２０外へ排出さ
れる（その逆もまた同様である）。
【００３８】
さらに、分流管２０内には、分流管２０の湾曲形状に応じて湾曲した仕切り２７が形成さ
れている。分流管２０内には、この仕切り２７によって、互いに分岐及び合流する複数の
分岐流路２８ａ，２８ｂが形成されている。外壁２３の両端部内側（導入口２５及び導出
口２６近傍）には、外周側の分岐流路２８ａの入口及び出口をそれぞれ塞ぐように起伏部
３２，３３がそれぞれ形成されている。起伏部３２，３３によって、導入口２５と外周側
の分岐流路２８ａの入口間の流路、及び導出口２６と外周側分岐流路２８ａの出口間の流
路に絞りがそれぞれ形成され、導入口２５と導出口２６の間に略「Ω」字形状の流路が構
成されている。
【００３９】
分流管２０の底部外壁には、外周側の分岐流路２８ａ内の流れに曝されるよう、検出素子
３１が基板３０を介して取り付けられている。このように、検出素子３１は、分流管２０
の変曲部に配置され、又交換容易なように主流管１の管外に位置している。また、外壁２
３底部内側には、検出素子３１を挟んで両側に、分岐流路２８ａの流れ断面中央に向かっ
て突出する隆起部２３ａ，２３ｂが形成されている。仕切り２７の検出素子３１検出面に
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対向する部分には、該検出面に向かって突出する突出部２７ａが形成されている。隆起部
２３ａ，２３ｂ上の流路面は凹曲面に形成されている。突出部２７ａの流路面は、検出素
子３１に向かって凸な凸曲面に形成されている。このような流路構造によって、検出素子
３１の検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。
【００４０】
続いて、この測定装置の動作を再度、図７（Ａ）及び図７（Ｂ）を参照して説明する。
(１ )　主流Ｍから分かれた分流Ｄが導入口２５から分流管２０内に取り込まれる。
(２ )　分流Ｄは、複数の分岐流路２８ａ，２８ｂの入口手前で、主流Ｍの流れ方向に対し
て略直交する流れ（方向転換された流れ）Ｄ１と、主流Ｍの流れ方向に対して略平行な流
れＤ２とに分かれる。
(３ａ )　流れＤ１は、起伏部３２によって形成された絞りによって、流速が上昇されて、
複数の分岐流路２８ａ，２８ｂに流れ込む。ここで、測定流体よりも比較的密度の大きな
汚染物は絞られた後の流れの急激な方向転換に追随できないため、慣性により内周側の分
岐流路２８ｂの方へ侵入する。よって、汚染物の極めて少ない測定流体が、検出素子３１
を有する外周側分岐流路２８ａの方へ流入することとなる。そして、検出素子３１の検出
面に対して斜めに当たる流れ、すなわち、ダウンフローＤＷが生じる。
(３ｂ )　流れＤ２は、バイパス流路３４へ流入する。
(４ )　複数の分岐流路２８ａ，２８ｂに流入した流れＤ１は、バイパス流路３４を通過し
た流れＤ２によって引き出され、導出口２６から主流管１内へ戻される。
【００４１】
また、この分流管２０内には、略Ｕ字状の分流管路における流れ方向に沿い検出素子３１
を中心として対称な流路構造が形成されている。よって、この分流管２０によれば、汚染
物の検出素子３１への蓄積が防止された上で、順流及び逆流の双方を同等の検出出力レベ
ルで測定することができる。
【００４２】
［実施例６］
次に、実施例６として、前記実施例５の変形例を説明する。図８（Ａ）及び図８（Ｂ）は
、本発明の実施例６に係る装置の説明図であって、図８（Ａ）は分流管頂部外壁と導入板
一端部付近の部分拡大断面図（分流Ｄの流れ断面に平行な断面を示す）であり、図８（Ｂ
）は図８（Ａ）に直交する断面図である。なお、実施例６に係る装置において、図８（Ａ
）及び図８（Ｂ）に示した部分以外の構造は、前記実施例５に係る装置と基本的に同様で
ある。
【００４３】
図８（Ａ）及び図８（Ｂ）を参照すると、分流管の頂部外壁２９と導入板２４の一端との
間、すなわち、前記実施例５のバイパス流路（図７（Ａ）の３４）には、オリフィス部材
３５が取り付けられ又は一体に形成されている。バイパス流路の流れ断面方向径Ｗ１に対
して、オリフィス径Ｗ２を調節することにより、検出素子の配置された分岐流路に向かう
流量を定量的に制御することができる。
【００４４】
［実施例７～９］
次に、実施例７～９として、前記実施例６の種々の変形例を説明する。図９（Ａ）～図９
（Ｃ）は、順に本発明の実施例７～９に係る装置をそれぞれ説明するため分流管導入口と
その導出口をバイパスするオリフィス付近を示す部分拡大図である。なお、実施例７～９
に係る装置において、図に示した部分以外の構造は、前記実施例６に係る装置と基本的に
同様である。
【００４５】
図９（Ａ）を参照すると、導入板４１の一端及び該一端に対向する頂部外壁４０には三角
形状の突起部４０ａ，４１ａがそれぞれ形成され、これら突起部４０ａ，４１ａによって
分流管の導入口と導出口を短絡するバイパス流路にオリフィスが形成されている。
【００４６】
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図９（Ｂ）を参照すると、導入板４３の一端４３ａは矩形状であり、該一端４３ａに対向
する頂部外壁４２には多角形状の突起部４２ａが形成され、一端４３ａ及び多角形状の突
起部４２ａによって分流管の導入口と導出口を短絡するバイパス流路にオリフィスが形成
されている。
【００４７】
図９（Ｃ）を参照すると、導入板４５の一端４５ａは矩形状であり、一端４５ａに対向す
る頂部外壁４４には曲面状（半円状）の突起部４４ａが形成され、一端４５ａ及び曲面状
の突起部４４ａによって分流管の導入口と導出口を短絡するバイパス流路にオリフィスが
形成されている。
【００４８】
［比較例１と実施例５の対比］
次に、比較例１に係る測定装置のセンサ（検出）出力と、前記実施例５に係る測定装置の
センサ出力を、特に逆流の測定に関し対比して説明する。まず、比較例１に係る測定装置
の構造を、主に前記実施例５に係る測定装置との相違点に関して説明する。図１０は、比
較例１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った縦断面を示している。図
１０を参照すると、主流管１の管壁には、主流Ｍから分かれた分流Ｄを取り込み可能に、
主流管１の管軸方向に直交して分流管５２が装着されている。分流管５２内には、内壁５
４（主セパレータ）によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成されている。分流管５
２の外壁５３側部には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面において、湾曲した分流管路の
導入口（導出口ともなる）５５が形成され、分流管５２の主流管１管軸方向に沿って延在
する頂部外壁には主流Ｍの流れ方向と略平行な面で開口する分流管路の導出口（導入口と
もなる）５６が形成されている。分流管路は、導入口５５から導出口５６へ向かう流れ方
向に沿って、導入口５５近傍で検出素子６１側に向かって縮径され（縮径部６３が形成さ
れている）、検出素子６１と導出口５６の間で拡径されている（拡径部６４が形成されて
いる）。
【００４９】
また、分流管５２の外壁５３には、検出素子６１を挟んで両側に、分流管路の流れ断面中
央に向かって突出する隆起部５３ａ，５３ｂが形成されている。隆起部５３ａ，５３ｂ上
の流路面は凹曲面に形成されている。分流管５２の内壁５４の検出素子６１に対向する部
分には、該検出面に向かって突出する突出部５４ａが形成されている。突出部５４ａの流
路面は、検出素子６１に向かって凸な凸曲面に形成されている。このような流路構造によ
って、検出素子６１の検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。
【００５０】
図１１は、図１０に示した比較例１に係る装置の流量特性を示すグラフである。図１０を
参照して、比較例１に係る測定装置によれば、流れ方向に沿い検出素子６１を中心として
非対称な流路構造が形成されているため、順流（導入口５５から導出口５６へ向かう流れ
）及び逆流（導出口５６から導入口５５へ向かう流れ）の双方を同等の検出出力レベルで
検出することができない。
【００５１】
一方、図１２は、前述の図７（Ａ）及び図７（Ｂ）を参照して説明した前記実施例５に係
る装置を再掲した図であり、図１３は前記実施例５に係る装置の流量特性を示すグラフで
ある。図１２を参照して、実施例５に係る測定装置の分流管２０内には、流れ方向に沿い
検出素子３１を中心として対称な流路構造が形成されている。図１３を参照して、ゆえに
、この分流管２０を用いることにより、順流（導入口２５から導出口２６へ向かう流れ）
及び逆流（導出口２６から導入口２５へ向かう流れ）の双方を同等の検出出力レベルで測
定することができる。
【００５２】
以下、本発明による測定装置の種々の実施例１０～１５を説明する。なお、実施例１０～
１５に関する下記の説明においては、記載の重複を避けるため、主に、前記実施例５に係
る流れに関する測定装置との相違点について説明し、同様の点については前記実施例５に
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関する記載を参照するものとする。また、実施例１０～１４に係る分流管内の流路構成は
、いずれも流れ方向に沿い検出素子を中心として対称であり、順流及び逆流の双方を同等
の検出出力レベルで測定することができる。また、実施例１５に係る測定装置は順流の測
定に適している。
【００５３】
［実施例１０］
図１４は、本発明の実施例１０に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１４を参照すると、分流管９２内には、主流Ｍの流れ方向と略直
交する方向に延在する導入板９４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成されてい
る。分流管９２の外壁両端には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面で開口する導入口９５
及び導出口９６が対向形成されている。さらに、分流管９２内には、湾曲した仕切り９７
によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路９８ａ，９８ｂが形成されている。分
流管９２の外壁９３底部には、検出素子１０１が基板１００を介して取り付けられている
。また、外壁９３の内側には、検出素子１０１を挟んで両側に隆起部９３ａ，９３ｂが形
成されている。仕切り９７には、検出素子１０１の検出面に向かって突出する突出部９７
ａが形成されている。このような流路構造によって、検出素子１０１の検出面に向かって
斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。導入板９４の一端に対向する頂部外壁９９
の内側には三角形状の突起部９９ａが形成され、導入口９５と導出口９６を短絡するバイ
パス流路にオリフィス１０４が形成されている。
【００５４】
［実施例１１］
図１５は、本発明の実施例１１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１５を参照すると、分流管１１２内には、主流Ｍの流れ方向と略
直交する方向に延在する導入板１１４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成され
ている。分流管１１２の外壁両端には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面で開口する導入
口１１５及び導出口１１６が対向形成されている。さらに、分流管１１２内には、湾曲し
た仕切り１３７，１３８によって、外周側から内周側に向かって順に、互いに分岐及び合
流する複数の分岐流路１１８ａ，１１８ｃ，１１８ｂが形成されている。外壁１１３の両
端部内側（導入口１１５及び導出口１１６近傍）には、分岐流路１１８ａ，１１８ｃの入
口及び出口をそれぞれ塞ぐように起伏部１２２，１２３がそれぞれ形成されている。起伏
部１２２，１２３によって、導入口１１５と分岐流路１１８ａ，１１８ｃの入口間の流路
、及び導出口１１６と分岐流路１１８ａ，１１８ｃの出口間の流路に絞りがそれぞれ形成
され、導入口１１５と導出口１１６の間に略「Ω」字形状の流路が構成されている。分流
管１１２の外壁１１３底部には、検出素子１２１が基板１２０を介して取り付けられてい
る。また、外壁１１３の内側には、検出素子１２１を挟んで両側に隆起部１１３ａ，１１
３ｂが形成されている。外周側の仕切り１３７には、検出素子１２１の検出面に向かって
突出する突出部１３７ａが形成されている。このような流路構造によって、検出素子１２
１の検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。導入板１１４の一端
とそれに対向する頂部外壁１１９の内側には、導入口１１５と導出口１１６を短絡するバ
イパス流路１２４が形成されている。
【００５５】
［実施例１２］
図１６は、本発明の実施例１２に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１６を参照すると、分流管１４２内には、主流Ｍの流れ方向と略
直交する方向に延在する導入板１４４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成され
ている。分流管１４２の頂部外壁及び外壁１４３の外周部両端には、主流Ｍの流れ方向と
略平行な面及び略直交する面で開口する導入口１４５及び導出口１４６が形成されている
。分流Ｄは主として斜め方向から分流管１４２内に導入される。さらに、分流管１４２内
には、湾曲した仕切り１４７によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路１４８ａ
，１４８ｂが形成されている。外壁１４３の両端部内側（導入口１４５及び導出口１４６
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近傍）には、外周側の分岐流路１４８ａの入口及び出口をそれぞれ塞ぐように起伏部１５
２，１５３がそれぞれ形成されている。起伏部１５２，１５３によって、導入口１４５と
外周側分岐流路１４８ａの入口間の流路、及び導出口１４６と外周側分岐流路１４８ａの
出口間の流路に絞りがそれぞれ形成され、導入口１４５と導出口１４６の間に略「Ω」字
形状の流路が構成されている。分流管１４２の外壁１４３底部には、検出素子１５１が基
板１５０を介して取り付けられている。また、外壁１４３の内側には、検出素子１５１を
挟んで両側に隆起部１４３ａ，１４３ｂが形成されている。仕切り１４７の中間部には、
検出素子１５１の検出面に向かって突出する突出部１４７ａが形成されている。このよう
な流路構造によって、検出素子１５１の検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷ
が形成される。
【００５６】
［実施例１３］
図１７は、本発明の実施例１３に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１７を参照すると、分流管１６２内には、主流管１管軸方向と略
直交する方向に延在する導入板１６４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成され
ている。分流管１６２の外壁１６３両端には、主流Ｍと略直交する面で開口する導入口１
６５及び導出口１６６が対向形成されている。さらに、分流管１６２内には、湾曲した仕
切り１６７によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路１６８ａ，１６８ｂが形成
されている。外壁１６３の両端部内側（導入口１６５及び導出口１６６近傍）には、外周
側の分岐流路１６８ａの入口及び出口をそれぞれ塞ぐように起伏部１７２，１７３がそれ
ぞれ形成されている。この起伏部１７２，１７３によって、導入口１６５と外周側分岐流
路１６８ａの入口間の流路、及び導出口１６６と外周側分岐流路１６８ａの出口間の流路
に絞りがそれぞれ形成され、導入口１６５と導出口１６６の間に略「Ω」字形状の流路が
構成されている。導入板１６４の一端両側は、導入口１６５及び導出口１６６に向かって
それぞれ拡開され、この拡開部と該拡開部底面に対向する頂部外壁１６９との間には、導
入口１６５と導出口１６６を短絡するバイパス流路が１７４が形成されている。分流管１
６２の外壁１６３底部には、検出素子１７１が基板１７０を介して取り付けられている。
また、外壁１６３の内側には、検出素子１７１を挟んで両側に隆起部１６３ａ，１６３ｂ
が形成されている。仕切り１６７の中間部には、検出素子１７１の検出面に向かって突出
する突出部１６７ａが形成されている。このような流路構造によって、検出素子１７１の
検出面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。
【００５７】
［実施例１４］
図１８は、本発明の実施例１４に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１８を参照すると、分流管１８２内には、主流管１管軸方向と略
直交する方向に延在する導入板１８４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成され
ている。分流管１８２の外壁１８３両端には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面で開口す
る導入口１８５及び導出口１８６が対向形成されている。さらに、分流管１８２内には、
湾曲した仕切り１８７によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路１８８ａ，１８
８ｂが形成されている。外壁１８３の両端部内側（導入口１８５及び導出口１８６近傍）
には、外周側の分岐流路１８８ａの入口及び出口をそれぞれ塞ぐように起伏部１９２，１
９３がそれぞれ形成されている。導入板１８４の中間部両側には、外壁１８３内側に向か
ってそれぞれ突出する起伏部２０２，２０３がそれぞれ形成されている。起伏部１９２，
２０２，１９３，２０３によって、導入口１８５と内周側分岐流路１８８ｂの入口間の流
路、及び導出口１８６と内周側分岐流路１８８ｂの出口間の流路に多段階に絞りがそれぞ
れ形成され、略「Ω」字形状の流路が構成されている。導入板１８４の一端と該一端に対
向する頂部外壁１８９との間には、導入口１８５と導出口１８６を短絡するバイパス流路
１９４が形成されている。仕切り１８７の変曲部には、検出素子１９１が、内周側分岐流
路１８８ｂ内の流れにその検出面が曝されるよう取り付けられている。導入板１８４の他
端には、検出素子１９１の検出面に向かって突出する曲面状の突出部１８４ａが形成され
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ている。このような流路構造によって、検出素子１９１の検出面に向かって斜めに流れる
ダウンフローＤＷが形成される。
【００５８】
［実施例１５］
図１９は、本発明の実施例１５に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。図１９を参照すると、分流管２２２内には、主流Ｍの流れ方向と略
直交する方向に延在する導入板２２４によって、略Ｕ字状に湾曲した分流管路が形成され
ている。分流管２２２の外壁２２３には、主流Ｍの流れ方向と略直交する面で開口する導
入口２２５が形成され、分流管２２２の頂部外壁には主流Ｍの流れ方向と略平行な面で開
口する導出口２２６が形成されている。さらに、分流管２２２内には、湾曲した仕切り２
２７によって、互いに分岐及び合流する複数の分岐流路２２８ａ，２２８ｂが形成されて
いる。仕切り２２７の導出口２２６側他端は、その導入口２２５側一端に比べて、導出口
２２６から大きく離間している。外壁２２３内側の導入口２２５近傍には、外周側の分岐
流路２２８ａの入口を塞ぐように起伏部２３２が形成されている。一方、導入板２２４の
導入口２２５近傍にも起伏部２４２が形成されている。起伏部２３２，２４２によって、
導入口２２５と分岐流路２２８ａの入口間の流路に絞りが形成されている。分流管２２２
の外壁２２３底部には、検出素子２３１が基板２３０を介して取り付けられている。また
、外壁２２３の内側には、検出素子２３１を挟んで両側に隆起部２２３ａ，２２３ｂが形
成されている。仕切り２２７の中間部には、検出素子２３１の検出面に向かって突出する
突出部２２７ａが形成されている。このような流路構造によって、検出素子２３１の検出
面に向かって斜めに流れるダウンフローＤＷが形成される。
【００５９】
［実施例１６］
図２０は、本発明の実施例１６に係る測定装置の説明図である。なお、本実施例１６は、
前記実施例５の変形例であって、本実施例１６において前記実施例５と同様の要素には前
記実施例５と同じ参照符号を付与する。また、下記の本実施例１６の説明において、本実
施例１６の測定装置が前記実施例５の測定装置と同様の構成及び機能を有する部分につい
て、前記実施例５の説明を適宜参照することができるものとする。
【００６０】
図２０を参照すると、仕切り２７の検出素子３１と対向する壁面上には、検出素子３１の
上流から下流にかけてベンチュリ（ベンチュリ壁部）２５０が設けられている。このベン
チュリ２５０によって、検出素子３１が配置された外周側分岐流路２８ａの流路が検出素
子３１の中央付近において最も狭くされている（これを「最狭部Ｎ」という）。このよう
な流路構造によって、検出素子３１の検出面上での流れの乱れが抑制されると共に、検出
素子３１の検出面に斜めに当たるような流れが強くかつ安定して形成され、検出精度が向
上される。
【００６１】
図２１は、本発明の実施例１７に係る測定装置の説明図であって、検出素子近傍の部分拡
大図である。なお、本実施例１７は、前記実施例１６の変形例であって、下記の説明にお
いては本実施例１７と前記実施例１６の測定装置が異なる部分について説明し、両者が同
様の構成及び機能を有する部分について、前記実施例１６の説明を適宜参照することがで
きるものとする。
【００６２】
図２１を参照すると、仕切り２７０によって、分流管内に外周側分岐流路２７８ａと内周
側分岐流路２７８ｂが形成されている。分流管の底壁には、基板２８０を介して検出素子
２８１が取り付けられて、外周側分岐流路２７８ａ内の流れに曝されている。仕切り２７
０の検出素子２８１と対向する壁面上には、検出素子２８１の上流から下流にかけてベン
チュリ２９０が設けられている。このベンチュリ２９０によって、検出素子２８１が配置
された外周側分岐流路２７８ａの流路が検出素子２８１の中央付近において最も狭くされ
ている（これを「最狭部Ｎ」という）。また、仕切り２７０の図２１中左右方向の流路面
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（主流Ｍ（図２０参照）に直交する方向の流路面）と、ベンチュリ２９０上の流路面との
間は、滑らかに遷移している。
【００６３】
【発明の効果】
本発明によれば、検出素子上への汚染物の蓄積が防止される流れに関する測定装置が提供
される。また、本発明によれば、順流と同様に逆流の測定が可能な流れに関する測定装置
が提供される。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施例１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った縦断
面を示している。
【図２】図１に示した分流管２の導入口５付近を拡大した部分拡大図である。
【図３】図１に示した分流管２の導入口５付近を拡大した部分拡大動作図である。
【図４】本発明の実施例２に係る装置をそれぞれ説明するため分流管導入口付近を拡大し
た部分拡大図である。
【図５】本発明の実施例３に係る装置をそれぞれ説明するため分流管導入口付近を拡大し
た部分拡大図である。
【図６】本発明の実施例４に係る装置をそれぞれ説明するため分流管導入口付近を拡大し
た部分拡大図である。
【図７】（Ａ）及び（Ｂ）は本発明の実施例５に係る流れに関する測定装置の説明図であ
り、（Ａ）は主流管の軸方向に沿った縦断面、（Ｂ）は（Ａ）中のＢ－Ｂ断面を示す。
【図８】（Ａ）及び（Ｂ）は、本発明の実施例６に係る装置の説明図であって、（Ａ）は
分流路頂部外壁と導入板一端部付近の部分拡大断面図（分流Ｄの流れ断面に平行な断面を
示す）であり、（Ｂ）は（Ａ）に直交する断面図である。
【図９】（Ａ）～（Ｃ）は、順に本発明の実施例７～９に係る装置をそれぞれ説明するた
め分流管導入口とその導出口をバイパスするオリフィス付近を示す部分拡大図である。
【図１０】比較例１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った縦断面を示
している。
【図１１】図１０に示した比較例１に係る装置の流量特性を示すグラフである。
【図１２】図７（Ａ）及び図７（Ｂ）を参照して説明した前記実施例５に係る装置を再掲
した図である。
【図１３】図１２に示した前記実施例５に係る装置の流量特性を示すグラフである。
【図１４】本発明の実施例１０に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図１５】本発明の実施例１１に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図１６】本発明の実施例１２に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図１７】本発明の実施例１３に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図１８】本発明の実施例１４に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図１９】本発明の実施例１５に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図２０】本発明の実施例１６に係る測定装置の説明図であり、主流管の軸方向に沿った
縦断面を示している。
【図２１】図２１は、本発明の実施例１７に係る測定装置の説明図であって、検出素子近
傍の部分拡大図である。
【符号の説明】
１　主流管
２　分流管
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３　分流管の外壁（ハウジング）
３ａ，３ｂ　隆起部
４　導入板（主セパレータ）
５　導入口
６　導出口
７　仕切り
７ａ　突出部
８ａ，８ｂ　分岐流路
１０　基板（回路基板、制御基板）
１１　検出素子
１２，１３，１４　起伏部
２０　分流管
２３　分流管の外壁
２３ａ，２３ｂ　隆起部
２４　導入板（主セパレータ）
２５　導入口
２６　導出口
２７　仕切り
２７ａ　突出部
２８ａ，２８ｂ　分岐流路
２９　頂部外壁
３０　基板（回路基板、制御基板）
３１　検出素子
３２，３３　起伏部
３４　バイパス流路
３５　オリフィス部材
４０，４２，４４　頂部外壁
４０ａ，４２ａ，４４ａ　突起部
４１，４３，４５　導入板
４１ａ　突起部
４３ａ，４５ａ　導入板の一端
９２　分流管
９３　分流管の外壁
９３ａ，９３ｂ　隆起部
９４　導入板（主セパレータ）
９５　導入口
９６　導出口
９７　仕切り
９７ａ　突出部
９８ａ，９８ｂ　分岐流路
９９　頂部外壁
９９ａ　突起部
１００　基板（回路基板、制御基板）
１０１　検出素子
１０４　オリフィス
１１２　分流管
１１３　分流管の外壁
１１３ａ，１１３ｂ　隆起部
１１４　導入板（主セパレータ）
１１５　導入口
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１１６　導出口
１１９　頂部外壁
１１８ａ，１１８ｂ，１１８ｃ　分岐流路
１２０　基板（回路基板、制御基板）
１２１　検出素子
１２２，１２３　起伏部
１２４　バイパス流路
１３７，１３８　複数の仕切り
１３７ａ　突出部
１４２　分流管
１４３　分流管の外壁
１４３ａ，１４３ｂ　隆起部
１４４　導入板（主セパレータ）
１４５　導入口
１４６　導出口
１４７　仕切り
１４７ａ　突出部
１４８ａ，１４８ｂ　分岐流路
１５０　基板（回路基板、制御基板）
１５１　検出素子
１５２，１５３　起伏部
１６２　分流管
１６３　分流管の外壁
１６３ａ，１６３ｂ　隆起部
１６４　導入板（主セパレータ）
１６４ａ　拡開部
１６５　導入口
１６６　導出口
１６７　仕切り
１６７ａ　突出部
１６８ａ，１６８ｂ　分岐流路
１６９　頂部外壁
１７０　基板（回路基板、制御基板）
１７１　検出素子
１７２，１７３　起伏部
１７４　バイパス流路
１８２　分流管
１８３　分流管の外壁
１８４　導入板（主セパレータ）
１８４ａ　突出部
１８５　導入口
１８６　導出口
１８７　仕切り
１８８ａ，１８８ｂ　分岐流路
１８９　頂部外壁
１９１　検出素子
１９２，１９３　起伏部
１９４　バイパス流路
２０２，２０３　起伏部
２２２　分流管
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２２３　分流管の外壁
２２３ａ，２２３ｂ　隆起部
２２４　導入板（主セパレータ）
２２４ａ　突出部
２２５　導入口
２２６　導出口
２２７　仕切り
２２７ａ　突出部
２２８ａ，２２８ｂ　分岐流路
２３０　基板
２３１　検出素子
２３２，２４２　起伏部
２５０　ベンチュリ
２７０　仕切り
２７８ａ，２７８ｂ　分岐流路
２８０　基板
２８１　検出素子
２９０　ベンチュリ
Ｍ　主流
Ｄ　分流
Ｄ１　複数の分岐流路に流入する流れ
Ｄ２　バイパス流路を経由する流れ
ＤＷ　ダウンフロー
Ｐ　汚染物（粒状物質、ＰＭ）
Ｌ　仕切り端部と導入口の仕切り側の開口内壁との距離
Ｈ１　起伏部が仕切り上に形成された分岐流路を画成する流路面より突出する高さ
Ｈ２　起伏部が仕切り上に形成された分岐流路を画成する流路面より突出する高さ
Ｗ１　バイパス流路の流れ断面方向径Ｗ１
Ｗ２　オリフィス径
Ｎ　最狭部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】
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【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】
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【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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